
貸借対照表注記（2021年3月期）
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却
　　原価法（定額法）、子会社株式については移動平均法による原価法、その他
　　有価証券のうち時価のあるものについては決算月１ヶ月平均に基づいた市
　　場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、た
　　だし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平
　　均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価
　　証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
３．有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産とし
　　て運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。
４．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得
　　した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成28年4月1日以後に取得した
　　建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。また、主
　　な耐用年数は次の通りであります。
　　　　　　　　　建　物　　　8年 ～ 50年
　　　　　　　　　その他　　　3年 ～ 15年
５．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫
　　利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（5年）に基づ
　　いて償却しております。
６．所有権移転外ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関する会
　　計基準」（企業会計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に関する
　　会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）が平成20年４
　　月１日以降開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、リー
　　ス取引開始日が平成20年４月１日以降に開始する事業年度に属するものに
　　ついては、同会計基準及び適用指針を適用しております。
７．外国通貨については決算日の為替相場による円換算額を付しております。
８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
　　おります。
　　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻
　　先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質
　　破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されてい
　　る直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
　　可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻
　　の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（
　　以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から担保の処
　　分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債
　　務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
　　上記以外の債権については、過去の一定の期間における貸倒実績から算出
　　した貸倒実績率等に基づき計上しております。
　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定
　　を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、
　　その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
　　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債
　　権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し
　　た残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は
　　1,278百万円であります。
９．賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に対する賞与の支
　　給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。
10．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給
　　付債務額を計上しております。
　　また、数理計算上の差異は発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定の
　　年数（5年）による定額法により当期費用処理を行っております。
　　当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合
　　設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産
　　の額を合理的に計算することができないため、当該年金制度への拠出額を
　　退職給付費用として処理しております。
　　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占
　　める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　　①制度全体の積立状況に関する事項（令和２年3月31日現在）
　　　　　年金資産の額　　　　　　　　　　1,575,980百万円
　　　　　年金財政計算上の給付債務の額　　1,718,649百万円
　　　　　差引額　　　　　　　　　　　　　△142,668百万円
　　②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和２年3月31日現在）
　　　　　　　　　　　　　　0.2464％
　　③補足説明
　　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
　　189,351百万円及び別途積立金46,682百万円であります。本制度における
　　過去勤務債務の償却方法は期間19年0ヵ月の元利均等償却であり、当金庫
　　は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金44百万円を
　　費用処理しております。
　　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の
　　額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割
　　合とは一致しません。

11．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員
　　に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生してい
　　ると認められる額を計上しております。
12．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者か
　　らの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積
　　もり、必要と認める額を計上しております。
13．偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来
　　の負担金支払見込額を計上しております。
14．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
15．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権はありま
　　せん。
16．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務はありま
　　せん。
17．子会社の株式はありません。
18．有形固定資産の減価償却累計額　　 4,607百万円
19．貸出金のうち、破綻先債権額は124百万円、延滞債権額は3,283百万円で
　　あります。
　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続してい
　　ることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない
　　ものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
　　以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40
　　年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項
　　第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務
　　者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸
　　出金以外の貸出金であります。
20．貸出金のうち、3ヶ月以上延滞債権額は29百万円であります。
　　なお、3ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日
　　から3ヶ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しな
　　いものであります。
21．貸出金のうち、貸出条件緩和債権は971百万円であります。
　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
　　的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
　　の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び
　　3ヶ月以上延滞債権に該当しないものであります。
22．破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
　　額の合計額は4,408百万円であります。
　　なお、19．から22．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
23．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理し
　　ております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形
　　及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権
　　利を有しておりますが、その額面金額は783百万円であります。
24．担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産
　　　　　預け金　　　　　　　　　2,400百万円
　　　　　有価証券　　　　　　　23,700百万円
　　　　担保資産に対応する債務
　　　　　借用金　　　　　　　　21,628百万円
　　　　上記のほか、為替決済、歳入代理店契約の担保として、預け金7,550百万
　　　　円及び有価証券200百万円を差し入れております。
　　　　また、その他の資産のうち保証金は27百万円であります。
25．出資1口当たりの純資産額10,777円32銭
26．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３
　　項）による社債に対する当金庫の保証債務の額は118百万円であります。
27．金融商品の状況に関する事項
　（1）金融商品に対する取組方針
　　　 当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を
　　　 行っております。
　　 　 このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債
　　　 の総合的管理（ALM）をしております。
　（2）金融商品の内容及びそのリスク
　　 　 当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する
　　　 貸出金です。
　　　 また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、
　　　 純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
　　 　 これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価
　　　 格の変動リスクに晒されております。
　　 　 一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒
　　　 されております。
　　　 また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。
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　（3）金融商品に係るリスク管理体制
　　　 ①信用リスクの管理
　　　　当金庫は、信用リスク管理要領・融資権限規程・担保評価要領等に
　　　　従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用
　　　　情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関
　　　　する体制を整備し運営しております。

これらの与信管理は、営業店のほか融資部により行われ、また、定期的
に経営陣による常勤理事会や理事会を開催し、審議・報告を行っており
ます。さらに、与信管理の状況については、ＡＬＭ委員会がチェックして
おります。有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資金運用部にお
いて信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　　　 ②市場リスクの管理
　　 （ⅰ）金利リスクの管理
　　　　　当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　　　　　 A L M 委員会規程およびリスク管理規程において、リスク管理方
　　　　　法や手続等の詳細を明記しており、ＡＬＭ委員会において検討・決
　　　　　定されたＡＬＭに関する方針に基づき、具体的な施策に取組み、常
　　　　　勤理事会において実施状況の把握、今後の対応等の協議を行って
　　　　　います。
　　　　　日常的にはリスク統括部において金融資産及び負債の金利や期間
　　　　　を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタ
　　　　　リングを行い、月次ベースでＡＬＭ委員会等に報告しております。
　　　　　なお、金利の変動リスクをヘッジするために、運用および調達期間
　　　　　の最適化に取組んでおります。
　　 （ⅱ）為替リスクの管理
　　　　　当金庫の外貨建運用資産は投資信託の一部のみとなっております。
　　　　　また、外国証券の利息部分に対し一部為替変動リスクが生じる債
　　　　　券を保有していることから、為替相場が１０％上昇した場合のリス
　　　　　ク量を算出し、月次でＡＬＭ委員会等に報告しております。
　　 （ⅲ）価格変動リスクの管理
　　　　　有価証券を含む市場運用商品の保有については、ＡＬＭ委員会の方針
　　　　　に基づき、理事会の監督の下、資金運用基準に従い行われております。
　　　　　このうち、資金運用部では、市場運用商品の購入を行っており、事
　　　　　前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、
　　　　　価格変動リスクの軽減を図っております。
　　　　　これらの情報は資金運用部を通じ、常勤理事会及びＡＬＭ委員会
　　　　　において定期的に報告されております。
　　 （ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
　　　　　当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受け
　　　　　る主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出
　　　　　金」、「預金積金」、「借用金」であります。
　　　　　当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、「信用金庫
　　　　　法施行規則第132条第１項第５号ニ等の規定に基づき、自己資本の
　　　　　充実の状況等について金融庁長官が別に定める事項」（平成26年
　　　　　金融庁告示第８号）において通貨ごとに規定された金利ショックを
　　　　　用いた時価【または経済価値】の変動額を市場リスク量とし、金利
　　　　　の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。
　　　　　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を
　　　　　（固定金利群を変動金利群に分けて、）それぞれ金利期日に応じて
　　　　　適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いており
　　　　　ます。
　　　　　なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事
　　　　　業年度末において、上方パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、
　　　　　日本円金利の場合1.00％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生
　　　　　じた場合、対象となる金融商品の時価【または経済価値】は、8,398百万
　　　　　円減少するものと把握しております。
　　　　　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としてお
　　　　　り、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。
　　　　　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、
　　　　　算定額を超える影響が生じる可能性があります。
　　　 ③資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　　当金庫は、資産・負債の総合的管理（ＡＬＭ）を通して、適時適切に
　　　　資金管理を行うほか、運用および調達期間の最適化に取組むことに
　　　　よって、流動性リスクを管理しております。
　（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない
　　　 場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算
　　　 定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件
　　　 等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　　　 なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金、借用金については、
　　　 簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示しております。
28．金融商品の時価等に関する事項
　　令和3年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注1）金融商品の時価等の算定方法
　　　金融資産
　　　（1）預け金

　　　（2）有価証券

　　　（3）貸出金

　　　金融負債
（1）預金積金

（2）借用金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金につ
いては、残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に
想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提
示された価格によっております。投資信託は、公表されている基準価
格によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については29.
から31.に記載しております。

貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒
引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出
結果を時価に代わる金額として記載しております。
①破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・
　フローの見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定
　に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）
②①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ご
　とに、元利金の合計額を市場金利（LIBOR、SWAP）で割り引いた価額

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）
を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定期間ごとに
区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定して
おります。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率
を用いております。なお、残存期間が短期間（3ヵ月以内）のものは、時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており
ます。

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、
また、当金庫の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時
価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価と
しております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借
用金の元利金の合計額を市場金利（LIBOR、SWAP）で割り引いて現在
価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであ
　　　り、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（＊1）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極
　　　めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の
　　　対象とはしておりません。

（単位：百万円）

貸借対照表
計　上　額 時　価 差　額

（1）預け金
（2）有価証券

満期保有目的の債券　
その他有価証券

（3）貸出金
貸倒引当金（＊1）
貸出金（貸倒引当金控除後）

金 融 資 産 計
（1）　預金積金
（2）　借用金

金 融 負 債 計

138,371
　

15,984
124,641

150,172
429,168
389,377
21,912
411,289

349

221
-

      

5,573
6,143

188
14
202

138,022

15,762 
124,641
146,147
△1,548
144,599
423,024
389,188
21,897
411,085

（単位：百万円）

区　分 貸借対照表計上額

子会社株式
非上場株式
組合出資金（＊1）

合　　計

－
12
26
39

　　次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ
　　る非上場株式等は、次表には含めておりません。
　　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
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